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研究成果の概要（和文）：本申請課題では，厚生労働統計，レセプトデータベース，処方せんデータベースなど
様々な医療ビッグデータとその研究基盤を活用して，(1) 精神科入院医療，(2) 児童・思春期精神医療，(3) 高
齢者医療の3つの領域において，臨床・政策に資するエビデンスを提供することを目的とした。
例えば，ADHD治療薬の処方率に関する研究では，処方箋データベースとNDBを比較すると，病診区分は病院に偏
ること，年齢層は12歳以下に少し偏ること，薬剤種別は偏らないことが示された。このことは処方箋データベー
スを使用して代表性・迅速性の高い，薬剤シェアを推計することができることを意味する。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this proposal is to provide evidence for clinical and policy 
purposes in three areas: (1) inpatient psychiatry, (2) child and adolescent psychiatry, and (3) 
elderly care, by utilizing various medical big data such as the MHLW statistics, claims database, 
and prescription database, and their research bases.
For example, in a study of prescription rates for ADHD medication, a comparison of the prescription 
database and the NDB showed that the classification of medical institution was biased toward 
hospitals, the age group was slightly biased toward those under 12 years old, and the type of 
medication was not biased. This means that the prescription database can be used to estimate the 
drug share with high representativeness and speed.

研究分野：臨床疫学

キーワード： 大規模データベース

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
生活保護受給者における精神病床入院の地域差に関する研究では，都道府県のうち，人口10万人あたりの精神病
床入院中の生活保護受給者数が最も高い長崎県 (83.3人) と最も低い長野県 (12.0人) では約7倍の差があるこ
とが示された。本研究成果は，財政制度審議会財政制度分科会 (2021年4月15日開催) において取り上げられた
ため政策立案に反映されたと言える

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

医療情報の電子化が進んだ結果，レセプト情報などがデータベース化されている。医療ビッ

グデータの代表的なものとして，厚生労働省が構築している，レセプト情報・特定健診等情報

データベース (NDB) がある。NDBには，毎年 16億件あまりの電子レセプトが蓄積されてい

る。こうした医療ビッグデータにより，臨床や政策に資するエビデンスが提供できると期待さ

れている (松田: 医療と社会, 2016)。 

医療ビッグデータへの期待は高まっているものの，2011年に NDBの研究者利用が開始され

てから，19編 (うち，4編は申請者らの成果) の学術論文しか公表されていない。医療ビッグ

データの利活用が進まない一因として，我が国における研究者が絶対的に不足していると懸念

されている (松田: 医療と社会, 2016)。 

 
２．研究の目的 

これまで申請者は，医療ビッグデータを活用した臨床疫学研究を量産できる研究基盤を整え

てきた。本申請課題では，厚生労働統計，レセプトデータベース，処方せんデータベースなど

様々な医療ビッグデータとその研究基盤を活用して，①精神科入院医療，②児童・思春期精神

医療，③高齢者医療の 3つの領域において，臨床・政策に資するエビデンスを提供することを

目的とした。 

 
３．研究の方法 
【生活保護受給者における精神病床入院の地域差に関する研究】 

厚生労働省が実施している医療扶助実態調査を活用し，生活保護受給者における精神病床入

院者数の地域差を把握し，地域差が生じる要因を検討することを目的とした。 

 

【地域平均生活日数の規定規定要因に関する研究】 

奈良県立医科大学が公開している NDBのデータを活用し，精神病床退院後の地域生活日数

を規定する地域要因を検討することを目的とした。 

 

【子どもに対する抗精神病薬の処方前後における副作用モニタリングに関する研究】 

厚生労働省が構築している NDBを活用し，抗精神病薬治療を開始した子どもにおける，治

療開始前後の血糖モニタリング実施率を明らかにすることを目的とした。 

 

【児童・思春期における ADHD治療薬の処方率に関する研究】 

厚生労働省が構築している NDBを活用し，全国の ADHD治療薬の処方率を明らかにするこ

とを目的とした。また，日本医薬総合研究所が構築している処方箋データベースを活用し，

NDBとの類似性を検討した。  



【在宅・介護施設利用者への精神科治療薬処方に関する研究】 

日本医薬総合研究所が構築している処方箋データベースを利用し，在宅医療・介護施設利用

者における，精神科治療薬処方の組み合わせを網羅的に把握することを目的とした。 

 
 
４．研究成果 

【生活保護受給者における精神病床入院の地域差に関する研究】 

2016年 6月審査分の生活保護受給者のレセプトより，2016年 5月に精神病床に入院していた

46,559患者を研究対象とした。都道府県のうち，人口 10万人あたりの精神病床入院中の生活保

護受給者数が最も高い長崎県 (83.3人) と最も低い長野県 (12.0人) では約 7倍の差があった。

本研究成果は，財政制度審議会財政制度分科会 (2021年 4月 15日開催) において取り上げられ

た (図 1)。 

 

 

図 1. 財政制度審議会財政制度分科会における参照

(https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-

of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20210415/01.pdf#page=50) 

 

【地域平均生活日数の規定規定要因に関する研究】 

人口 10万人あたりの低医師配置の精神病床数は，中央値（23位）の地域では 282.3床，下位

5位（43位）の地域では 166.2床であった。仮に，低医師配置の精神病床数を，282.3床から

166.2床まで下げられたとした場合に，アウトカムが，どのように変化するかを調べた結果，全

病床での地域生活日数が 308.1日から 312.9日へと 4.8日長くなることが示された。この結果



は，地域における低医師配置病床数による供給者誘発需要の可能性を示唆する。本研究成果

は，地域精神保健分野の強化等の施策により今後一層の入院中心から地域生活を進める上で，

大切なエビデンスの一つになる。 

 

【子どもに対する抗精神病薬の処方前後における副作用モニタリングに関する研究】 

組み入れ期間 (2014年 4月から 2015年 3月) に，抗精神病薬を新規に処方された，18歳以

下の 43,607患者を研究対象とした。新規に抗精神病薬の処方を受けた 43,608名のうち，抗精神

病薬の処方前に検査を受けた患者は，血糖では 13.5%，プロラクチンでは 0.6%であった。本研

究成果を参照して，副作用モニタリングの必要性と方法が，日本児童青年精神医学会の機関誌

に掲載された (藤田ら: 児童青年精神医学とその近接領域, 2020)。 

 

【児童・思春期における ADHD治療薬の処方率に関する研究】 

NDBにより，ADHD治療薬の人口あたりの年間処方率は 0.4%であることが示された。処方

箋データベースと NDBを比較すると，病診区分は病院に偏ること，年齢層は 12歳以下に少し

偏ること，薬剤種別は偏らないことが示された。このことは処方箋データベースを使用して代

表性・迅速性の高い，薬剤シェアを推計することができることを意味する (図 3)。 

 

図 2. ADHD治療薬のシェア (DDD換算値) 

 

 

【在宅・介護施設利用者への精神科治療薬処方に関する研究】 

調剤薬局 500 店舗以上で応需する処方箋情報が格納されているデータを受領し，在宅医療・

介護施設利用状況の把握を試みた。その結果，在宅医療・介護施設の利用者の割合が，代表性

の欠ける値であることが判明した。また，NDBと介護保険総合 DBを利用することにより本研



究が実施可能であることを確認した。今後は，NDBと介護保険総合 DBを利用することで，本

研究課題を解決していきたい。 
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